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みさと第一住宅使用細則 
 

（趣旨） 

第１条 この細則は、みさと第一住宅管理規約（以下「規約」という。）第 

８０条（細則）の規定に基づき、対象物件の使用に関し、組合員及び占有者

（以下「組合員等」という。）が遵守すべき事項を定める。 

 

（届出事項） 

第２条 組合員は、本団地及び敷地内（以下「対象物件内」という。）におい

て、次の各号に掲げる行為をしようとするときは、書面により理事会に届け出

なければならない。 

一 組合員等に変更があったとき。（規約第３３条） 

二 他の者に住居を貸与しようとするとき。（規約第１９条） 

三 組合員等が引続き３か月以上専有部分に居住しないとき。 

四 その他各号に準ずる行為で、理事会が指定した事項。 

２ 組合員は、入居後又は理事会の要請があったときは、すみやかに別に定める

居住者名簿を理事会に提出しなければならない。 

 

（対象物件内の禁止事項） 

第３条 組合員等は、対象物件内において次の各号に掲げる行為をしてはなら

ない。 

一 建物の階段室その他共用の場所に私物を置くこと。 

二 近隣の迷惑となる騒音、悪臭、煤煙等を発し、言動をすること。 

三 塵芥の投棄方法及び区分を守らないこと。 

四 洗濯用水の排水方法を守らないこと。 

五 住宅前の道路その他組合が禁止する場所に駐車すること。 

六 その他各号に準ずる行為で、理事会が禁止したこと。 

 七 共用部分（階段、廊下、バルコニー）で喫煙すること。 

   

（バルコニーの禁止行為） 

第４条 バルコニーの専用使用権を有する者は、次の各号に掲げる行為をして

はならない。 

一 バルコニーの外壁面より外側に洗濯物等を干し、又はバルコニーの手す

りに植木鉢を置くこと。 

二 バルコニーに土砂を搬入し、花壇等を造ること。 

三 多量の散水をすること。 

四 バルコニーに落下のおそれのある物品の設置若しくは取付けをすること。 

五 避難通路となるバルコニーに緊急時の避難の妨げになるような物品の放

置又は工作物を設置すること。 

六 花壇及び芝生をつくること。ただし、搬入出の容易な鉢植え、プランタ
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ー、フラワーポット等の設置はこの限りではない。 

七 バルコニーの床面に人工芝、床材等を容易に原状回復できない強度で接

着又は固定すること。 

八 バルコニーの改造を行うこと。 

 

（調査） 

第５条 理事長は、組合員等がこの細則に違反し、又はそのおそれがあるとき

は、規約第２３条により、管理を行うために必要な範囲内において、当該組

合員が管理する専有部分又は専用使用部分への立入りを請求することができ

る。 

２ 前項により立入りを請求された者は、正当な理由がなければこれを拒否し

てはならない。 

 

（原状回復義務等） 

第６条 組合員等が、この細則に規定する義務を履行しない場合又は履行して

も十分でない場合において、本条に規定する措置以外の方法によってその履

行を確保することが困難であり、かつ、その不履行又は不完全な履行を放置

することによって組合員の共同の利益を著しく害することが明らかであると

きは、理事会は、自ら原状回復その他の必要な措置を講じ、又は第三者をし

てこれを講じさせ、その費用を当該組合員等から徴収することができる。 

２ 前項の規定による措置をするには、相当の履行期限を定め、その期限まで

に履行がなされないときは、当該措置をなすべき旨を示して、あらかじめ当

該居住者に通知を発しなければならない。 

３ 前項の規定による通知を発するには、理事長は、理事会の決議を経て、当

該措置をする時期及び当該措置に要する費用の概算による見積額を示して、

当該居住者に通知を発する。 

 

（違反に対する措置） 

第７条 理事長は、組合員等がこの細則の定めに違反したときは、規約第７７

条の規定に基づき、必要な措置をとることができる。 

 

（細則外事項） 

第８条 この細則に定めのない事項については、規約及び団地総会の決議で定

めたところによる。 

２ 規約及び団地総会の決議に定めのない事項については、理事会の定めると

ころによる。 

 

（細則の改廃） 

第９条 この細則の変更又は廃止は、団地総会の決議を経なければならない。

ただし、この細則の変更又は廃止が規約の変更を必要とする事項であるとき 
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は、規約の変更を経なければ、この細則を変更又は廃止することはできない。 

 

 

附 則  

（細則の発効） 

この細則は、令和７年５月２６日から効力を発する。 
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専有部分等リフォーム工事細則 
 

（趣旨） 

第１条 この細則は、みさと第一住宅管理規約（以下「規約」という。）第 

８０条（細則）の規定に基づき、住宅若しくは共用部分の模様替え及び修繕

等に関し、組合員が守るべき事項について定める。 

 

（禁止事項） 

第２条 組合員は、次の各号に掲げる行為をしてはならない。 

一 住宅の増築（出窓の新設を含む。） 

二 バルコニーの改築 

三 建物の主要構造部（建物構造上不可欠な壁、柱、梁、床、屋根及び階段

をいう。）に影響を及ぼす穿孔、切欠等の行為 

四 バルコニーの物置等の設置 

 

（工事の申請） 

第３条 組合員は、その専有部分について、規約第１７条第１項の修繕、模様替

え又は建物に定着する物件の取付け若しくは取替え（以下「修繕等」という。）

であって棟の共用部分又は他の専有部分に影響を与えるおそれのあるものを行

おうとするときは、工事の実施３週間前までに理事会にその旨を書面で申請し、

承認を受けなければならない。 

２ 前項の対象工事は、別表第１に定めるものとし、室内フローリング床材料の

適合基準は別表第２に定める。 

 

（手続き） 

第４条 前項の場合において、組合員は次に定める書類を作成し、工事の実施３

週間前までに、理事会に提出しなければならない。 

一 専有部分修繕模様替え等工事申請書 ２通 

（申請者の上下左右４戸の組合員の承諾書を含む） 

二 設計書     ２通 

三 仕様書     ２通 

四 工程表     ２通 

五 工事のお知らせ    理事長の指定する通数 

（掲示用お知らせ） 

 

（承認） 

第５条 理事長は、第３条の申請について、理事長及び理事会の指定する理事が

その承認又は不承認を決定しなければならない。 

２ 前項の承認につき、理事長は、専門的知識を有する者（建築士、建築設備の

専門家等）の意見や調査が必要と判断するときは、それらの者の意見や調査を
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求めることができる。この場合において費用が発生するときは、申請者が負担

しなければならない。 

３ 第１項の承認があったときは、組合員は、承認の範囲内において、専有部分

の修繕等に係る棟の共用部分の工事を行うことができる。 

 

（工事の届出） 

第６条 組合員は、規約第１７条第７項の定めにより、第３条の申請を要しない

工事のうち、工事業者の立入り、工事の資機材の搬入、工事の騒音、振動、臭

気等工事の実施中における棟の共用部分又は他の専有部分への影響について管

理組合が事前に 把握する必要があるものを行おうとするときは、あらかじめ、

理事長にその旨を届け出なければならない。 

２ 前項の対象工事は、別表第１に定める。 

 

（注意事項と弁償） 

第７条 組合員は、第３条又は第６条に掲げる工事の実施にあたっては、次の各

号に掲げる事項を遵守し、かつ、事故があったときは、責任をもって復旧し又

は弁償するものとする。 

一 材料又は残材の運搬等により、共用部分を毀損し、又は汚損しないこと。 

二 共有地に材料又は残材を放置しないこと。 

三 工事人が他の組合員等に迷惑をかけないようにすること。 

 

（浴室リフォーム工事） 

第８条 団地建物所有者は、浴室のリフォーム工事を行うときは、第５０回通常

総会（令和６年／２０２４年）第１号議案「令和５年度事業報告」で承認され

た「浴室リフォーム指針（ルール）」を遵守しなければならない。 

２ 浴室の「ユニットバス化」と「組合が指定する箇所への排水管の接続及び古

い排水管口の封鎖」を適切に実施した場合は、管理組合より負担軽減金（以下、

「協力金」という。）として３５万円が支給される。 

３ 前項の協力金は、組合員が専有部分の浴室のユニットバス化と指針（ルー

ル）に基づく適切な配管工事を２０３０年度末（２０３１年３月末日）まで

に実施した場合に支給される。 

 

（違反に対する措置） 

第９条 理事長は、組合員が次の各号に掲げる行為の一に該当する場合には、規

約第７７条（理事長の勧告及び指示）に基づき当該組合員に対して警告を行い、

又は中止させ、若しくは原状回復を求めることができる。 

一 第２条に規定する禁止事項に違反したとき。 

二 第４条に規定する手続を経ずして無断で工事等を実施したとき。 

三 その他工事がこの細則の定めに抵触したとき。 

２ 前項の措置に伴う原状回復等に要する費用は、すべて当該組合員が負担しな
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ければならない。 

 

（調査） 

第１０条 理事長又はその指定を受けた者は、規約第２３条により本条の施行に

必要な範囲内において、修繕等の箇所に立ち入り、必要な調査を行うことがで

きる。この場合において、組合員は、正当な理由がなければこれを拒否しては

ならない。 

 

（遵守義務） 

第１１条 組合員が専有部分の修繕工事を行うときは、この細則のほか、規約第

１７条の規定を遵守しなければならない。 

 

（諸様式） 

第１２条 この細則に規定する諸様式は、理事会で定めることができる。ただし、

諸様式の作成又は変更がこの細則の変更を必要とするときは、この細則の変更

を経なければならない。 

 

（細則外事項） 

第１３条 この細則に定めのない事項については、規約及び団地総会の決議で定

めたところによる。 

２ 規約及び団地総会の決議に定めのない事項については、理事会の定めるとこ

ろによる。 

 

（細則の改廃） 

第１４条 この細則の変更又は廃止は、団地総会の決議を経なければならない。

ただし、この細則の変更又は廃止が規約の変更を必要とする事項であるとき

は、規約の変更を経なければ、この細則を変更又は廃止することはできない。 

 

 

附 則  

この細則は、令和７年５月２６日から効力を発する。 
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別表第１ 工事の申請、届出の対象 （第３条、第６条関係）  

 

部位 工 事 内 容 届出 

第６条 

申請 

第３条 

床 

畳の表替え取替え、クッションフロア張替え (＊１) ○  

フローリング工事（木質系、コルク系）別表第２参

照 

 ○ 

壁 

壁紙の張替え      （業者工事の場合）（＊１） ○  

障子、襖の張替え  （業者工事の場合）（＊１） ○  

間仕切り変更（壁の撤去、新設）  ○ 

手摺の取付け（室内）  ○ 

設備 

ガス台交換 ○  

キッチン（流し台、レンジフード）取替え 
 

○ 

浴槽（ユニットバス）の取替え  ○ 

トイレ便器の取替え  ○ 

温水洗浄便座設置  （業者工事の場合）（＊１） ○ 
 

壁掛けテレビの設置 ○  

エアコン取付け、取替え（室外機含む） ○  

給排水管、ガス管ヘ接続するもの（＊２） 
 

○ 

緊急の水漏れ修繕工事等 ○  

アンテナのバルコニーへの取り付け ○  

開口部  

ペアガラスへの変更工事 
 

○ 

内窓の増設  ○  

玄関扉の附属金物 （＊３） ○  

 

・「届出」は、別表第１のほか理事会が第３条第１項に該当すると判断する工事とする。 

・「申請」は、別表第１のほか理事会が第６条第１項に該当すると判断する工事とする。 

コメント 

・「届出」欄に「○」の工事は届出書を提出してください。承認は不要です。 

・「申請」欄に「○」の工事は申請書を提出し、承認を得てから工事に着手して下さい。 

 ＊１：自らが行う工事の場合は、届出も申請も不要です。 

 ＊２：卓上型の食洗機、洗濯機等は申請の対象外とします。また、ディスポーザ

ーの設置は禁止です。 

 ＊３：附属金物は、玄関扉に附属する物で「専用使用権のある共用部分」です。 

    主なものはドアクローザー、ドアスコープ、ドアロック、ドアノブ等があり

ます。管理規約「別表第５」参照。 
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別表第２ フローリング床材料適合基準 （第３条第２項関係） 
 

専有部分のフローリング工事は、下記の基準に適合した材料（基準以上の遮音等級）を

使用すること。 

 

旧遮音等級 

 

住宅性能表示基準 

軽量音遮音等級（ＬＬ） 

住宅性能表示基準 

重量音遮音等級（ＬＨ） 

 

ＬＬ－４０ 

 

 

ΔＬＬ（I）ー ５ 

(デルタエルエルワン-５) 

 

 

 

 

ΔＬＨ（I）ー ５ 

(デルタエルエイチワン-５) 

 

 

ＬＬ－４５ 

 

 

ΔＬＬ（I）ー ４ 

(デルタエルエルワン-４) 

 

   ・ΔＬＬ（I）ー ３以下は不可とします。 

 

 

 

参考表 旧遮音等級基準の音の聞こえ方 

 

旧遮音等級 
人の走り回り、

跳び跳ねる音等 

イスの移動

音・物の落

下音等 

生活実感・プライバシー 

の確保 

 

ＬＬ－４０ 

かすかに聞こえ

るが遠くから聞

こえる感じ。 

ほとんど聞

こえない。 

上階で物音がかすかに

する程度、気配は感じ

るが気にならない。 

 

ＬＬ－４５ 

聞こえるが意識

することはあま

りない。 

小さく聞こ

える。 

上階の生活が多少意識

される程度。大きな動

きは分る。 
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駐車場使用細則 
 

（趣旨） 

第１条 この細則は、みさと第一住宅管理規約（以下「規約」という。）第 

８０条（細則）の規定に基づき、規約第１５条（駐車場の使用）第７項に規

定する駐車場の使用に関し必要な事項を定める。 

 

（定義） 

第２条 この細則において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

一 駐車場使用契約：規約第１５条第１項に規定する駐車場使用契約をいう。 

二 契約自動車：駐車場使用契約の対象となる自動車をいう。 

三 車検証  ：道路運送車輌法に定める「自動車検査証」をいう。 

四 車庫証明 ：保管場所法に定める「自動車保管場所証明書」をいう。こ

の細則の第２０条では、このうち「保管場所使用承諾証明

書」が該当する。 

 

（駐車場） 

第３条 この細則の対象とする駐車場は、次の各号に掲げるものとする。 

一 中央駐車場  ２５７区画（コイン式・来客用含む） 

二 東側駐車場   １４区画 

三 西側駐車場   ４８区画（来客用含む） 

 

（契約の制限） 

第４条 駐車場契約者は、みさと第一住宅に現に居住する組合員又は占有者

（以下「組合員等」という。）でなければならない。 

２ 駐車場を契約できる自動車は、契約者又は契約者と同居する親族が所有又

は使用する乗用車、小型（軽を含む）貨物車で、各駐車区画に支障なく駐車

できると理事会が判断する自動車でなければならない。 

３ 駐車場使用契約は１住戸につき１台とし、その大きさは各駐車区画に収ま

る常識的な範囲内とする。ただし、駐車場の有効利用あるいは特に利用者の

事情などを考慮し、理事会が承認した場合はこの限りではない。 

 

（契約の申込み） 

第５条 駐車場の契約を申込む者は、別に定める書面に必要事項を記入のうえ、

理事長に提出するものとする。ただし、管理費等管理組合へ納入すべき費用

を滞納している組合員は、契約を申込むことが出来ない。 

２ 賃貸入居者が契約を申込むときは、賃貸入居者が居住する住戸の組合員も

契約書に署名押印する。ただし、その組合員が滞納をしているときは、契約

を申込むことが出来ない。 
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（申込みの審査） 

第６条 理事長は、前条の規定に基づき駐車場の契約申込みを受けたときは、

前２条の規定に従いその適否を決定する。 

２ 理事長は、申込みを受けた時点から遡り、過去二年間に管理組合が禁止す

る場所に違法駐車を繰り返し行った組合員及び占有者等が居住する住戸から

の契約申込みを拒否することができる。 

 

（受付台帳への登録） 

第７条 理事長は、申込書を受理したときは、申込受付台帳（以下「受付台帳」

という。）に登録する。 

２ 前項の登録の順位は、申込書の受理の前後による。 

３ 申込者は、受付台帳に登録した登録順位を他の第三者に譲渡する等の行為

をしてはならない。 

 

（駐車場使用契約の締結） 

第８条 理事長は、契約予定者を決定したときは、その契約予定者と駐車場使

用契約を締結する。 

２ 契約予定者は、駐車場使用契約の締結に際し、契約自動車の車検証を提示

しなければならない。 

３ 理事長は、提示された車検証の写しをとり、その写しと駐車場使用契約書

を管理事務所で保管する。 

 

（駐車場の使用者等） 

第９条 契約者は、自らがその駐車区画を使用できるほか、自らの責任と負担

において、みさと第一住宅に現に居住する配偶者又は親族に当該駐車区画を

使用させることができる。 

２ 契約者は、前項に規定する以外の者に駐車区画を使用させてはならない。 

３ 本駐車場は、第１項に規定する使用者以外の者は使用してはならない。 

４ 契約者は、契約書に記載する自動車以外の自動車を駐車してはならない。 

 

（契約期間） 

第１０条 駐車場使用契約の契約期間は、契約成立日の如何にかかわらず毎年

５月３１日をもって終了する。ただし、契約期間満了日の１か月前までに契

約当事者のいずれか一方から解約の申し出がなく、かつ、当該契約者が契約

資格を有する限り、更に１年間この契約を更新するものとし、その後も同様

とする。 

２ 理事長は、前項の契約の更新時には、契約者に対して契約自動車の車検証

の提示を求めることができる。 
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（駐車時間） 

第１１条 駐車時間は、１日２４時間昼夜駐車制とし、使用者は、随時所定の

駐車区画に駐車することができる。 

 

（駐車場敷金） 

第１２条 理事長は、駐車場使用契約を締結する際には、契約者から敷金とし

て駐車料金の３か月分を徴収し、当該利用者が解約したときはこれを返還す

る。ただし、この場合において敷金には利子をつけないものとする。 

 

（駐車場使用料の納入等） 

第１３条 契約者は、駐車場使用契約を締結した日より駐車場使用契約を解約

するまでの間、駐車場使用料を納入しなければならない。 

２ 契約者は、駐車場使用料を管理組合が指定する日までに指定する方法によ

り納入しなければならない。 

３ 駐車場使用料は、契約期間が１か月に満たない期間は、１か月を３０日と

して日割計算（１０円未満の端数は四捨五入）により算出する額とする。 

４ 契約者は、駐車場使用料の額、賦課徴収方法その他の駐車場の管理又は使

用に関する事項（これらの変更に関する事項を含む。）について総会の決議

があったときは、これに従わなければならない。 

 

（契約自動車の変更） 

第１４条 契約者は、駐車場の契約自動車を変更したときは、速やかに管理組

合の指定する書面に車検証の写しを添えて理事長に提出しなければならない。 

 

（遵守事項） 

第１５条 契約者は、駐車場の使用について次の各号を遵守しなければならな

い。 

一 本契約の目的以外に本駐車場を使用しないこと。 

二 団地内の車路その他駐車場以外の場所に駐車することを厳禁する。  

三 カーポートその他の構築物を設置しないこと。 

四 本駐車場にガソリン缶等の引火物その他危険物を持ち込まないこと。 

五 本駐車場に車の修理器具、スペアタイヤ等の物品を置かないこと。 

六 指定された駐車区画に片寄って駐車し、隣接の車に支障が生じる駐車を

しないこと。 

七 エンジンの回転音、警笛、騒音を発生させる等他人に迷惑をかけないこ

と。 

八 団地内は、危険防止のため制限速度を１０Km/時を厳守すること。 

九 施設、器具及び他の自動車を汚損、破損しないこと。もし、施設及び自

動車等を汚損、破損した場合は、直に管理組合に連絡しその指示に従うこ

と。 
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 （違反に対する措置） 

第１６条 理事長は、契約者が前項の規定又はこの細則に違反した場合におい

て、その是正及び原状回復の請求に応じないときは、理事会は必要な措置を

とることができるものとする。なお、必要な措置を講じる際に要した費用は、

違反した契約者又占有者が負担しなければならない。 

 

（解約） 

第１７条 契約者又は管理組合は、契約の相手方に対して１か月前までに書面

をもって解約の申入れを行うことにより、駐車場使用契約を解約することが

できるほか、１か月分の使用料を支払うことにより即時解約もできる。 

 

（契約の解除） 

第１８条 理事長は、契約者が管理費等又は駐車場使用料その他管理組合へ納

入すべき費用を納入しない場合において、その支払いの催告にもかかわらず

３か月以上滞納することとなったときは、理事会の決議を経て、直ちに駐車

場使用契約を解除することができる。 

２ 理事長は、契約者が、車検証の有効期間満了日を過ぎたまま契約自動車を

長期にわたり駐車区画に放置し、又は契約自動車が廃車され若しくは第三者

に譲渡される等駐車区画が長期間未使用の状態となっているときは、理事会

の決議を経て、直ちに駐車場使用契約を解除することができる。 

３ 前二項に規定するほか、契約者が法令、規約、この細則又は駐車場使用契

約の規定に違反した場合において、その是正及び原状回復の請求に応じない

ときは、理事長は、理事会の決議を経て駐車場使用契約を解除することがで

きる。 

 

（駐車区画の明渡し等） 

第１９条 契約者は、駐車場使用契約が終了する日までに（第１５条の規定に

基づき契約の解除がなされた場合にあっては、直ちに）、駐車区画を明け渡

さなければならない。 

２ 契約者が前条及び前項の義務を履行しない場合において、本項から第５項

までに規定する措置以外の方法によってその履行を確保することが困難であ

り、かつ、その不履行を放置することによって組合員等の共同の利益を著し

く害することが明らかであるときは、管理組合は、自ら自動車及び残置物の

移動その他の必要な措置を講じ、又は第三者をしてこれを講じさせ、その費

用を当該契約者から徴収することができる。 

３ 前項の規定による措置をするには、相当の履行期限を定め、その期限まで

に履行がなされないときは、当該措置をなすべき旨を示して、あらかじめ契

約者に通知を発しなければならない。 

４ 契約者が前項の期限までにその義務を履行しないときは、理事長は、理事

会の決議を経て、当該措置をする時期及び当該措置に要する費用の概算によ
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る見積額を示して、契約者に通知を発するものとする。 

５ 規約第４５条（招集手続）第２項及び第３項の規定は、前二項の通知に準

用する。 

 

（車庫証明） 

第２０条 理事長は、契約者が契約自動車に係る車庫証明（自動車保管場所使

用承諾証明書）により、駐車場をその保有する自動車の保管場所として使用

することを管理組合が承諾した旨の証明を求めたときは、遅滞なくその証明

を行うものとする。 

２ 前項の場合に、契約者は、当該車輌の車検証を提示しなければならない。 

 

（契約者の賠償義務） 

第２１条 契約者又はその代理人、運転手、同乗者、その他契約者に関係する

ものが故意又は過失により駐車場又はその施設並びに本駐車場に駐車中の他

の自動車又は附属品に損害を与えたときは、契約者は、自己の責任において

その損害金を相手方に対して賠償しなければならない。 

 

（管理組合の賠償責任） 

第２２条 管理組合は、天災、地変、盗難その他事由の如何を問わず、契約者

がその自動車その他につき蒙った損害の責を負わないものとする。また、管

理組合理事長についても同様とする。 

 

（事務の委託） 
第２３条 理事長は、この細則に定める事務の一部を理事会の承認を得てマン

ション管理業者に委託することができる。 

 

 （細則外事項） 

第２４条 この細則に定めのない事項については、規約及び総会の決議で定め

られたところによる。 

２ 規約及び総会の決議で定めのない事項については、理事会の定めるところ

による。 

 

（細則等の改廃） 

第２５条 この細則の変更又は廃止は、総会の決議を経なければならない。た

だし、この細則の変更又は廃止が規約の変更を必要とする事項であるときは、

規約の変更を経なければ、この細則を変更することはできない。 

２ 駐車場使用契約の変更は、総会の決議を経なければならない。 

３ この細則に規定する申請書等の書面は、理事会の決議を経て書式を変更す

ることができる。 

４ 前２項において、駐車場使用契約又は申請書等の書面の変更が、規約又は
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この細則の変更を必要とする事項であるときは、規約又はこの細則の変更を

経なければ、これらの書面を変更することができない。 

 

附 則  

この細則は、昭和５３年６月１１日から効力を発する。（第４回通常総会） 

この細則は、昭和５４年６月３日から効力を発する。（第５回通常総会） 

この細則は、平成７年５月２８日から効力を発する。（第２１回通常総会） 

この細則は、平成１３年５月２７日から効力を発する。（第２７回通常総会） 

この細則は、平成２２年５月２３日から効力を発する。（第３６回通常総会） 

この細則は、平成２５年５月２６日から効力を発する。（第３９回通常総会） 

この細則は、平成２６年５月２５日から効力を発する。（第４０回通常総会） 

この細則は、平成３０年５月２７日から効力を発する。（第４４回通常総会） 

この細則は、令和２年５月２４日から効力を発する。（第４６回通常総会） 

この細則は、令和６年５月２６日から効力を発する。（第５０回通常総会） 

 

附 則（第５１回通常総会） 

（細則の発効） 

第１条 この細則は、令和７年５月２６日から効力を発する。 

（従前の契約書） 

第２条 この細則の発効前に有効な「みさと第一住宅管理組合駐車場利用契約

書」は、この細則の発効をもって廃止する。ただし、従前の契約書の規定に

より生じた効力を妨げない。 

（新契約書の発効） 

第３条 この細則の第８条に定める「駐車場使用契約書」は、この細則の発効

と同時に効力を発する。 

（契約書の経過措置） 

第４条 この細則が効力を発効したときに従前の有効な駐車場利用契約書を締

結していた者は、新たな「駐車場使用契約書」を締結したものとみなす。 

２ 前項の場合において、従前の契約書の「自動車の表示」欄の記載事項は新

たな駐車場使用契約書の第１条に、従前の契約書の「第１３条の契約開始日」

は新たな駐車場使用契約書の第２条に、従前の契約書の「甲 乙 丙 欄の

署名等及び押印」は、新たな駐車場使用契約書の（甲）（乙）（丙）欄の署名

等及び押印に、それぞれ引き継がれ効力を有するものとする。 
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駐車場使用契約書 
 

 みさと第一住宅管理組合（以下「甲」という。）と、          

（以下「乙」という。）は、乙の所有する自動車（以下「契約自動車」と

いう。）を駐車するため、次のとおり契約を締結する。 
 

（契約自動車及び駐車区画） 

第１条 甲が駐車する契約自動車及び駐車区画は、次のとおりとする。 

車    名                                 

車輌登録番号                                  

使 用 者 名                    （関係：  ） 

駐 車 区 画                    
 

（契約期間） 

第２条 本契約期間は、   年  月  日から契約日の次に到来する

５月３１日までとする。ただし、契約期間満了日の１か月前までに甲又

は乙のいずれか一方から解約の申し出がなく、かつ、当該契約者が契約

資格を有する限り、更に１年間この契約を更新するものとし、その後も

同様とする。 
 

（契約事項） 

第３条 乙は、甲の管理規約及び駐車場使用細則の規定に従い、駐車場を

使用しなければならない。 

２ 契約又は解約等に関する事項は、管理規約及び駐車場使用細則の定め

による。 
 

 この契約を証するため本書３通を作成し、甲、乙及び乙の住戸を所有す

る組合員（以下「丙」という。）３名が署名押印のうえ各１通を保有する。 

   

年  月  日 

 

 （甲） みさと第一住宅管理組合 

     理事長             ㊞ 

 

（乙）    号棟    号室 

氏 名             ㊞ 

 

（丙）    号棟    号室（組合員） 

氏 名             ㊞ 
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来客用駐車場使用細則 
 

（趣旨） 

第１条 この細則は、みさと第一住宅管理規約（以下「規約」という。）第 

８０条（細則）の規定に基づき、来客用駐車場の管理又は使用に関し、必要

な事項を定めるものとする。 

 

（区画及び場所） 

第２条 来客用駐車場は、使用方法の違いにより予約制駐車場（以下「予約制」

という｡）とコイン式駐車場（以下「コイン式」という｡）の二種類とする。 

２ 予約制の場所は、中央駐車場内及び西側駐車場内に複数区画とする。 

３ コイン式の場所は、中央駐車場内に複数区画とする。その運用については、

別表１に記載のコイン式駐車場使用約款（以下「約款」という｡）に定める。 

 

（駐車できる車両） 

第３条 来客用駐車場に駐車できる車両は、次に掲げる車両とする。 

一 下表の条件を満たす車両 

 車両全長 車両幅 地上最低高 車両重量 

コイン式 5.0ｍ以下 1.9ｍ以下 15㎝以上 2.0ｔ以下 

予約制 原則、区画からはみ出さない大きさとする。 

二 コイン式は、改造車、エアロパーツ装着車、エアーサスペンション装着

車等フラップ稼働時に支障が生じる可能性のある車両など約款で規制する

車両を除く車両 

 

（申込み制限） 

第４条 予約制の使用を申込むことができる者は、組合員等及びその代理人に限

る。 

 

（申込み受付） 

第５条 予約制の申込み場所は、管理事務所とする。 

２ 予約制の申込み受付期間は、駐車場を使用する日の１週間前から直前までと

する。ただし、１週間前が休日の場合はその直前営業日からとする。また、年

末年始等の長期休暇期間中の申込み受付については理事会でその都度、別に定

める。 

３ 予約制の申込み受付時間は、管理事務所営業時間内とする。 

４ 予約制の一度に申し込める予約数は理事会が別に定める。 

５ コイン式は、申込みを必要としないが使用者は組合員並びにその来訪者に限

る。 
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（使用時間） 

第６条 予約制の使用時間は、ごみ収集日の午前７時から午前１０時を除く終日

とし、連続７２時間を上限とする。ただし、年末年始等の長期休暇期間につい

ては理事会でその都度、別に定める。 

２ コイン式の使用時間は終日とし、連続７２時間を上限とする。 

 

（駐車料金） 

第７条 駐車料金は規約第５０条（議決事項）第六号に基づき、理事会の決議を

経て総会の決議により定める。 

２ 駐車料金は、別表２に記載の料金表（以下「料金表」という｡）に定める。 

３ 駐車場会計より修繕積立金に繰り入れる場合は、規約第６３条（管理費等の

過不足と借入）により総会承認を得なければならない。 

４ 来客用駐車場に係わる維持管理費の増加等により必要と認めたときは、理事

会の決議を経て総会の決議により駐車料金の額を変更することができる。 

５ 受領した駐車料金は、原則として返還しない。 

 

（駐車料金の支払い） 

第８条 予約制は、使用者が予約時に料金表に従い料金を前払いする。 

２ コイン式は、使用者が使用終了時に料金表に従い料金を精算機にて後払いす

る。 

 

（鍵の貸与及び返却） 

第９条 理事長は、使用者に対し予約制の鍵及び来客用駐車場使用許可証（以下

「許可証」という｡）を貸与する。使用者は、使用終了後ただちに鍵及び許可

証を返却しなければならない。 

 

（予約制使用手順） 

第１０条 使用者は、予約制を使用する際、次に掲げる手順に従わなければなら

ない。 

一 予約申込み時に料金を前払いし、同時に許可証と予約した区画の鍵を受

領すること。 

二 予約した時刻が過ぎたら開錠し、チェーン等を収納場所に収納すること 

三 区画からはみ出さないように駐車し、許可証を車内ダッシュボード上に

外から確認できるように提示すること。また、錠と鍵は許可証のケースに

入れておくこと。 

四 一時的に使用を中断するときや使用終了時にはチェーン等を元に戻し施

錠すること。 

五 使用終了後、鍵と許可証を管理事務所に返却すること。使用者が錠や鍵

を紛失、破損等したときは復旧に必要な費用を追加徴収される。 
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（コイン式使用手順） 

第１１条 使用者は、コイン式を使用する際、次に掲げる手順に従わなければな

らない。 

一 区画からはみ出さないようバックで進入し、フラップ板を乗り越え車止

めまで後退すること。 

二 使用終了時には、駐車場内に掲示された手順に従って精算機にて駐車料

金を支払いフラップ板が下がったことを確認してから出庫すること。 

三 その他については、約款に従うこと。 

 

（遵守事項） 

第１２条 使用者は、来客用駐車場の使用にあたっては、次に掲げる事項に従わ

なければならない。 

一 予約制については、予約時に決められた日時を厳守し勝手に延長しない

こと。 

二 使用の際には、指定された区画内からはみ出さないように駐車し近隣の

車の出入りや歩行者の通行に支障が無いように心がけること。 

三 不要な騒音を発生させないこと。特に深夜の車両の出入りにあたっては

周辺住民の迷惑にならぬよう心がけること。 

四 施設器具等を破損、汚損させたときは、管理事務所に連絡しその指示に

従うこと。 

五 駐車場内道路では制限速度を守り、横断歩道付近では歩行者等を優先す

ること。 

六 管理組合の指示及び場内標識看板に従うこと。 

七 その他駐車場の運営に支障となる行為又は他の使用者並びに近隣住民に

迷惑となる行為をしないこと。 

 

（免責事項） 

第１３条 管理組合は、使用者及びその車両又はその積載物につき被った損害の

責を免れる。 

２ その他、コイン式については約款に定めるところによる。 

 

（賠償責任） 

第１４条 理事長は、使用者が故意又は重大な過失により駐車場の設備や機器等

を破損・汚損・紛失等した場合は、それらを復旧するのに必要な費用等を使用

者又は車両所有者に損害を請求することができる。 

 

（放置車両） 

第１５条 理事長は、使用者が第６条の使用時間を超過して使用した場合は、法

令及び約款に従い車両を処分し、それにかかる費用を使用者又は車両所有者に

請求することができる。 
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（違反者に対する措置） 

第１６条 理事長は、使用者が本細則及び約款に違反し、又は違反の恐れがある

時は、当該使用者に対しその使用を中止させ今後の使用を禁止するとともに、

使用者又は車両所有者から駐車料金のほかに別に定める反則金を徴収すること

ができる。 

 

（業務委託範囲） 

第１７条 この細則に基づく業務の委託範囲は、来客用駐車場の運営に附帯する

事務及び保守並びに駐車料金の徴収、集金、保管及び返還に係る事務とする。 

 

（細則外事項） 

第１８条 この細則に定めのない事項については、規約及び団地総会の決議で定

めたところによる。 

２ 規約及び団地総会の決議に定めのない事項については、理事会の定めるとこ

ろによる。 

 

（細則の改廃） 

第１９条 この細則の変更又は廃止は、団地総会の決議を経なければならない。

ただし、この細則の変更又は廃止が規約の変更を必要とする事項であるとき

は、規約の変更を経なければ、この細則を変更又は廃止することはできない。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この細則は、平成２２年５月２４日から施行する。 

（来客用駐車場運営要領の廃止） 

第２条 来客用駐車場運営要領は平成２２年５月２３日をもって廃止する。 

 

附 則 

（細則の発効） 

この細則は、平成２６年５月２４日から効力を発する。 

この細則は、平成３０年５月２７日から効力を発する。 

この細則は、令和６年５月２６日から効力を発する。 

この細則は、令和７年５月２６日から効力を発する。 

 

 

 

 

 

 



79 
 

別表１ 

コイン式来客用駐車場使用約款 
 

みさと第一住宅管理組合（以下「甲」とする｡）が管理するコイン式来客用駐

車場（フラップ方式）は、本約款に従ってご使用いただきます。 

また、使用者が車両を甲が管理する駐車場に駐車した時点で、本約款に合意

したものとみなします。 

 

１ 使用者制限 

みさと団地八街区への来訪者及び八街区住民以外の使用を禁止する。これ

に違反した場合は反則金として金３万円をお支払い頂きます。 

２ 免責 

（１）甲は、駐車場内における車両若しくはその積載物の盗難、紛失又は

毀損については責任を負いません。 

（２）甲は、駐車場の使用者が、駐車場の他の使用者若しくはその他の第

三者の行為又は駐車場内に存在する車両、その附属物又は積載物に起

因して被った損害については責任を負いません。 

（３）甲は機器の故障等で入出庫不可能な場合、使用者の判断により無理

に入出庫されたことが原因による車両の損害については責任を負いま

せん。また、出庫までお待ち頂く時間等の損害賠償についても責任を

負いません。 

（４）甲は自然災害その他不可抗力による事故については責任を負いませ

ん。 

（５）甲は、幼児、児童の駐車場での遊戯等による事故については責任を

負いません。 

（６）甲は、トラブル処理に対し、使用者の都合による代車、タクシー代

等の費用については責任を負いません。 

（７）甲は通常に出庫できない場合、やむを得ず車両をジャッキアップし

緊急出庫する場合があります。その際に生じた傷等に関しては責任を

負いません。 

３ 駐車時間 

甲の駐車場は短時間の駐車を目的としていますので、駐車時間は最長７２

時間までとします。継続して７２時間を超えて駐車しないでください。た

だし、甲に事前に承認を受けた場合又は駐車場に別途駐車制限時間が掲出

されている場合は、この限りではありません。 

４ 駐車することができる車両 

（１）甲駐車場に駐車することができる車両は、下記の基準に該当するも

のに限るものとし、これ以外の車両を駐車することはできません。 

車両高 車両全長 車両幅 最低地上高 車両重量 

2.0ｍ以下 5.0ｍ以下 1.9ｍ以下 15㎝以上 2.0ｔ以下 
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（２）上記基準に該当する車両でも、下記の車両は駐車することができま

せん。 

①最低地上高が25㎝を超える車両等、車両入庫確認装置が作動しない

形状の車両 

②オート・レベリング機能等を有し、車両高が変化する車両 

③エアロパーツ、サイドスカート、エアーサスペンション装着車等フ

ラップとの接触により入出庫障害を起こすおそれがある車両 

④無登録車、車検切れ車等、一般道路を走行することが禁じられてい

る車両 

⑤自動車登録事項の変更があるにもかかわらず、変更登録手続きが済

んでいない車両 

⑥仮登録中の車両、車体の特定が困難な車両 

⑦付属装着物等があり、接触により駐車場施設、機器又は他の自動車

に損害を発生させるおそれがある車両 

⑧大型特殊、建設用特殊等の特殊な用途の車両等で、駐車場施設、機

器又は他の自動車に損害を発生させるおそれがある車両 

⑨危険物、有害汚染物質、その他安全若しくは衛生を害するおそれが

ある物又は悪臭発生若しくは液汁漏出の原因となる物を積載した車

両 

⑩その他、駐車場の管理に支障をきたすおそれのある車両 

（３）上記規定の適用に関しては、車両の付属装着物及び積載物等を含め

て判断するものとします。 

（４）自動二輪車、原付自転車、自転車及び小型特殊自動車は、駐車する

ことができません。ただし、駐車場に、特に駐車することができる旨

の掲出がされている場合はこの限りではありません。 

５ 駐車料金 

（１）駐車場の使用者は、駐車場に掲出した料金額及び料金体系により、

駐車時間に応じた駐車料金をお支払い頂きます。 

（２）駐車時間は、フラップ駐車場の場合は、センサーが感知した駐車ス

ペースの入庫から出庫までの時間、ゲート式駐車場の場合は、駐車場

構内への入場の際の発券時から出庫の際の収券時までの時間とします。 

（３）駐車料金は、駐車場内に備付けの精算機によりお支払いください。 

（４）フラップやゲートの状況にかかわらず、精算手順に従った精算行為

を行ってください。 

（５）間違えた車室番号で精算された場合の責任は負いません、その場合

は、再度正しい車室番号での精算をしてください。 

６ 駐車方法 

（１）入庫前にフラップが上がっている場合は故障中ですので入庫しない

で下さい。 

（２）駐車場の使用者は、駐車場内に掲出された方法に従い、示された駐
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車スペースに駐車してください。駐車スペース以外の場所には駐車し

ないでください。 

（３）フラップの上に上昇するのに障害となるものは載せないでください。 

（４）駐車場が満車の場合等に駐車場内で「入庫待機」をしないでくださ

い。 

（５）出庫時はフラップが下がらない原因になりますので、同乗者の方が

先に乗車しない状態及び荷物を先に載せない状態にしてください。 

（６）出庫時はフラップが下がったことを確認の上、規定時間内に出庫し

てください。 

（７）規定時間後にフラップ板が上がった場合は再度駐車料金をお支払い

ください。 

７ 遵守事項 

使用者は下記の項目を遵守してください。遵守されない場合は甲が定める

反則金をお支払い頂きます。 

（１）喫煙等、火気を使用しないでください。 

（２）使用以外の機器・設備等に許可なく触れないでください。 

（３）駐車場内において騒音を発生させないでください。 

（４）駐車場内で宿泊はしないでください。 

（５）駐車した車両の中に貴重品は置かないでください。 

（６）飲酒運転（薬物等を含む）による使用はしないでください。 

（７）場内での走行は時速１０km以下で徐行してください。また、他の車

両・歩行者に十分注意してください。 

（８）場内へのゴミ（吸殻・空き缶・弁当空き箱・雑誌等）の放置、立小

便等不衛生な行為は一切しないでください。 

（９）駐車中は必ずエンジンを切ってください。 

（10）その他駐車中の運営の支障となる行為又は他の使用者若しくは近隣

隣住民に迷惑となる行為はしないでください。 

８ 不正駐車 

（１）以下の場合は不正駐車とみなし、車両のチェーン施錠、レッカー移

動、警察への通報等の措置を取らせて頂きます。また、レンタカーの

場合はレンタカー会社への連絡及びレッカー移動等の措置を取らせて

頂きます。 

①第９項（１）に該当する場合。 

②示された駐車スペース外及び車室をまたがる駐車をした場合。 

③フラップにタイヤを載せて駐車した場合。 

（２）（１）の②及び③に該当する場合並びに駐車場の使用者が駐車料金

を支払わない場合には、その使用者は甲に対し、駐車料金のほか反則

金として金３万円のお支払いを頂きます。甲の過失なくして当該使用

者を確知することができないときは、甲は、車両の所有者等（自動車

検査証に記載された所有者及び使用者をいう。以下同じ。）に対して
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請求をすることができるものとします。この場合において、甲は、使

用者又は所有者等を確知するために必要な限度において、車両（車内

を含む）を調査することができるものとします。車両の移動を実施し

た場合は、車両について発生した移動及び保管費用、使用者又は所有

者等を確知するための調査費用及び甲が負担することとなる弁護士費

用などその他一切の費用については、使用者及び所有者等が負担する

ものとします。 

９ 放置車両（自動二輪・原付自転車を含む） 

（１）時間制使用者が予め甲への届出を行うことなく72時間を超えて車両

を駐車している場合、甲はこれらの使用者に対する通知又は駐車場に

おける掲示の方法により、甲が指定する日までに当該車両を引取るこ

とを請求することができるものとします（以下「本件引取請求」とい

います）。 

（２）前項の場合において、使用者が車両の引取りを拒み若しくは引取る

ことができないとき又は甲の過失なくして使用者を確知することがで

きないときは、甲は車両の所有者等に対して本件引取請求をすること

ができるものとします。この場合、使用者は、甲が車両の所有者等に

対し本件引取請求をした時点で、当該車両に関する一切の権利を放棄

したものとみなし、甲に対して車両の引渡その他の異議又は請求の申

し立てをしないものとします。 

（３）前２項の請求を書面により行ったにもかかわらず、甲が指定する日

までに車両の引取りがなされないときは、甲は車両の所有者等が引取

りを拒絶したものとみなすことができるものとします。 

（４）甲は（１）の規定により指定した日を経過した後は、車両について

生じた損害については、甲の故意又は重大な過失によるものを除き、

賠償の責を負わないものとします。 

（５）甲は（１）の場合において、使用者又は所有者等を確知するために

必要な限度において、車両（車内を含む）を調査することができるも

のとします。 

（６）甲は（１）の場合において、駐車場の適切な管理を保全し、また甲

の駐車料金請求権を保全することを目的として、車両を他の場所に移

動し、又は車両を移動できないように固定することができるものとし

ます。その際、甲は車両を他の場所に移動又は固定した旨を使用者

（若しくは所有者等）に通知又は駐車場において掲示するものとしま

す。 

（７）本件引取請求後に、車両について発生した移動及び保管費用、使用

者又は所有者等を確知するための調査費用、甲が負担することとなる

弁護士費用及びその他一切の費用については、使用者及び所有者等が

負担するものとします。 

（８）（３）に該当する場合には、催告をした日から１ヶ月を経過した
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後、使用者（又は所有者等）に通知し又は駐車場において掲示して予

告した上で、公正な第三者を立ち会わせて車両の売却、廃棄その他の

処分をすることができるものとします。この場合において、車両の時

価が売却に要する費用及び（７）に定める費用の合計額に満たないこ

とが明らかである場合は、使用者（若しくは所有者等）に通知し、又

は駐車場において掲示して予告した上で、引取りの期限後直ちに公正

な第三者を立ち会わせて車両の売却、廃棄その他の処分をすることが

できるものとします。 

（９）甲は、前項の規定により車両を処分した場合は、遅滞なくその旨を

使用者（若しくは所有者等）に対し通知し、又は駐車場において掲示

するものとします。 

（１０）甲は（８）の規定により車両を処分した場合は、処分によって生

じる収入から、車両の売却に要した費用及び（７）に定める費用の合

計額を控除し、なお不足があるときは使用者（又は所有者等）に対し

てその支払いを請求し、残額があるときはこれを使用者（又は所有者

等）に返還するものとします。 

１０ 放置自転車 

（１）駐輪が認められない駐車場に駐車されている場合には放置自転車と

みなし、車両への掲示により甲が指定する日までに引取ることを請求

できるものとします。 

（２）前項の場合において、車両への掲示後２日間を経過しても自転車の

引取りがない場合は引取りを拒絶したものとみなし、廃棄その他の処

分をすることができるものとします。 

１１ 使用者の賠償責任 

（１）駐車場の使用者が本規定若しくは駐車場内に掲出された規定に違反

した場合又は故意若しくは過失により駐車場の設備及び機器等を破損

した場合は、それにより甲が被った損害（レッカー代・機器修理費用

・施設修理費用等・駐車場の全部又は一部を休業しなければならない

場合は、それにより喪失した営業利益）を賠償して頂きます。 

（２）前項の場合において、甲の過失なくして使用者を確知することがで

きないときは、甲は、車両の所有者等に賠償して頂きます。この場合

において、甲は、使用者又は所有者等を確知するために必要な限度に

おいて、車両（車内を含む）を調査することができるものとします。

車両の移動を実施した場合は、車両について発生した移動及びほか費

用、使用者又は所有者等を確知するための調査費用及び甲が負担する

こととなる弁護士費用などその他一切の費用については、使用者及び

所有者等が負担するものとします。 
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別表２ 

[ 料 金 表 ] 

 

●コイン式料金表             ●予約制料金表 

使用経過時間 料金

（円） 

 使用予約時間 料金

（円） 

１時間まで ０ ３時間まで ０ 

２時間まで １００ ４時間まで ２００ 

３時間まで ２００ ５時間まで ３００ 

４時間まで ３００ ６時間まで ４００ 

５時間まで ４００ ６時間超～２４時間まで ５００ 

５時間超～２４時間まで ５００ ２４時間超～４８時間まで １,０００ 

２５時間まで ６００ ４８時間超～７２時間まで １,５００ 

２６時間まで ７００  

２７時間まで ８００ 

２８時間まで ９００ 

２８時間超～４８時間まで １,０００ 

４９時間まで １,１００ 

５０時間まで １,２００ 

５１時間まで １,３００ 

５２時間まで １,４００ 

５２時間超～７２時間まで １,５００ 

７２時間超１時間毎に 
１００円

増加 

※現場の精算機で後払い     ※管理事務所窓口で予約時に前払い
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駐車場防犯カメラ運用細則 
 

（趣旨） 

第１条 この細則は、みさと第一住宅管理規約（以下「規約」という。）第 

８０条（細則）の規定に基づき、駐車場防犯カメラの設置及び運用等に関し

規定するとともに、組合員等の個人情報及びプライバシー保護のために必要

な事項を定めるものとする。 

 

（目的） 

第２条 防犯カメラの設置は、みさと第一住宅駐車場における犯罪及び汚損・毀

損行為等の防止・抑止を図り、防犯性の確保及び管理組合の財産の維持保全に

資することを目的とする。 

 

（設置等） 

第３条 防犯カメラの増設、全面撤去、一部撤去又は取付位置の変更について

は、総会の決議を経るもとする。 

２ 防犯カメラ設置角度の変更については、理事会の決議を経るものとする。 

３ 防犯カメラの映像録画の範囲は、コイン式来客用駐車場及び月極駐車場の一

部とする。 

 

（録画及び録画映像の保存等） 

第４条 防犯カメラによる録画は、保守点検又は故障等の場合を除き、常時行う

ものとする。 

２ 防犯カメラによる録画映像の保存期間は３０日間とし、保存期間が経過した

録画映像は消去する。ただし、理事会は、必要に応じて保存期間の延長及び録

画映像複製の作成をすることができる。保存期間の延長及び複製された録画映

像は、理事会が適切に管理しなくてはならない。 

 

（録画映像の閲覧等） 

第５条 理事会は、次の各号のいずれかに該当する場合に限り、理事会の決議を

経て、防犯カメラの録画映像を閲覧することができる。ただし、理事会の決議

を経る時間的余裕がないときは、理事長又は副理事長と駐車場担当理事との協

議により閲覧することができる。この場合、理事長又は副理事長は、事後速や

かに理事会に報告しなければならない。 

一 組合管理物への犯罪行為、汚損・毀損行為が発生した場合 

二 前号の行為の予防保全措置を講じる必要が極めて高いと認められる場合 

三 その他、管理組合、組合員若しくはそれらの同居人（以下「組合員等」

という｡）、管理組合に届出のあった占有者若しくはそれらの同居人（以下

「占有者等」という｡）又はこれらの関係者が警察署に届け出た事項であっ

て、理事会が必要と認めた場合 
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２ 前項の防犯カメラの録画映像を閲覧する場合には、理事長又は副理事長と駐

車場担当理事の立会いのもとで行う。 

３ 前項の規定に基づき、防犯カメラの録画映像を閲覧した者は、映像内容及び

関連情報について知り得た事項についての守秘義務を負う。 

４ 理事・監事を除く組合員等及び占有者等は、防犯カメラの録画映像の閲覧及

び録画映像複製の提供を求めることができない。 

 

（第三者の録画映像の閲覧等） 

第６条 理事会は、警察署及びその他の公的機関から書面により、防犯カメラの

録画映像の閲覧又は録画映像複製の提供を求められた場合には、理事会の決議

を経て、これらを閲覧させ、又は提供することができる。ただし、理事会の決

議を経る時間的余裕がないときは、理事長又は副理事長と駐車場担当理事との

協議により閲覧させ、又は提供することができる。この場合、理事長又は副理

事長は、事後速やかに理事会に報告しなければならない。 

２ 管理組合は、警察署並びにその他の公的機関を除く第三者からの防犯カメラ

の録画映像の閲覧及び録画映像複製の提供の求めには応じない。 

 

（保守） 

第７条 防犯カメラの機器の保守については、適正に行うものとする。 

２ 前項の業務を第三者に委託する場合には、その委託契約において、適正な保

守が確保される旨及び第三者が映像内容や関連情報について知り得た事項につ

いての守秘義務を負う旨を定めるものとする。 

 

（細則外事項） 

第８条 この細則に定めのない事項については、規約及び団地総会の決議で定め

たところによる。 

２ 規約及び団地総会の決議に定めのない事項については、理事会の定めるとこ

ろによる。 

 

（細則の改廃） 

第９条 この細則の変更又は廃止は、団地総会の決議を経なければならない。た

だし、この細則の変更又は廃止が規約の変更を必要とする事項であるときは、

規約の変更を経なければ、この細則を変更又は廃止することはできない。 

 

附 則  

（細則の制定と発効） 

第１条 令和元年５月２６日の第４５回通常総会で制定した。 

第２条 この細則は、令和元年５月２６日から施行する。 

附 則 

この細則は、令和７年５月２６日から効力を発する。 
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集会所使用細則 
 

（趣旨） 

第１条 この細則は、みさと第一住宅管理規約（以下「規約」という。）第 

８０条（細則）の規定に基づき、集会所の使用に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

 

（使用の原則） 

第２条 理事長は、みさと第一住宅管理組合（以下「組合」という｡）が業務

上使用する場合を除き、次の各号の一に掲げる場合には、集会所を組合員及

びその同居者（以下「組合員等」という｡）に使用させることができる。 

一 組合員等又は組合員等の団体が会議又は行事のために使用するとき。 

二 組合員等が冠婚葬祭に使用するとき。 

三 組合員等が親睦を目的として囲碁、将棋、懇談会等を行う、又は音楽、

料理等の各種教室等に使用するとき。 

四 その他理事会が承認したとき。 

 

（使用の特例） 

第３条 理事長は、前条の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合には、組

合員及び組合員等の使用に支障のない範囲内において、集会所を使用させる

ことができる。 

一 公職選挙法に基づく演説会又は投票所として使用するとき。 

二 市役所､公立病院、保健所その他の公的機関が居住者等の便宜のために

使用するとき。 

三 その他理事会が承認したとき。 

 

（使用時間） 

第４条 集会所の使用時間は、午前９時から午後１０時までとする。 

 

（申込受付） 

第５条 理事長は、集会所の使用の申込みを受付ける場合には、使用責任者か

ら集会所使用願を提出させるものとする。 

２ 前項の場合において、使用の申込みは、使用する日の１０日前から受付け

るものとする。 

 

（使用の承認） 

第６条 理事長は、前条第１項に掲げる集会所使用願の内容が適当であると認

めたときには、集会所使用承認証を使用責任者に交付するものとする。 

２ 前項の場合、同一の時間に２以上の申込みがあったときには、先に申込み

を行った者を優先させるものとする。 



88 
 

３ 理事長は、集会所使用承認証を交付した後において、集会所を使用するこ

とが適当でないと認められるときには、理事会の決議に基づいてその承認を

取消し、延期させ、又は中止させることができる。 

 

（使用料） 

第７条 理事長は、前条第１項の規定により集会所の使用を承認したときは、

集会所使用承認証の交付と同時に別に定める集会所使用料を使用責任者から

徴収するものとする。 

２ 前項の規定により徴収した使用料は、使用承認の取消し又は使用の中止が

理事会の定めるもの以外は返還しないものとする。 

 

（使用料の処置） 

第８条 徴収した使用料は、規約第３１条（使用料）の規定に基づき、管理に

要する費用に充てるほか、修繕積立金として積み立てるものとする。 

 

（原状回復義務） 

第９条 理事長は、集会所の使用者が故意又は過失により、集会所の建物を損

傷し、又は備品に損害を与え若しくは損失したときは、当該使用責任者の負

担においてすみやかに回復させるものとする。 

 

（細則外事項） 

第１０条 この細則に定めのない事項については、規約及び団地総会の決議で

定めたところによる。 

２ 規約及び団地総会の決議に定めのない事項については、理事会の定めると

ころによる。 

 

（細則の改廃） 

第１１条 この細則の変更又は廃止は、団地総会の決議を経なければならない。

ただし、この細則の変更又は廃止が規約の変更を必要とする事項であるとき

は、規約の変更を経なければ、この細則を変更又は廃止することはできない。 

 

 

附 則 

（細則の制定と発効） 

第１条 この細則は、昭和４９年１０月１１日の管理組合設立総会で制定した。 

第２条 この細則は、昭和４９年１０月２４日から施行する。 

附 則 

（細則の発効） 

この細則は、令和７年５月２６日から効力を発する。
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役員候補者選出細則 
 

（趣旨） 

第１条 この細則は、みさと第一住宅管理規約（以下「規約」という。）第 

８０条（細則）の規定に基づき、役員（規約第３７条）の選任に関する事項

を定めるものとする。 

 

（役員の資格） 

第２条 役員は規約第３７条第２項の規定により、組合員又はその配偶者若し

くは成人の二親等以内の親族の内から団地総会の決議によって選任し、又は

解任する。 

 

（役員の定数） 

第３条 役員の定数は規約第３７条の規定により、理事９名以上１７名以内、

監事１名又は２名とする。 

 

（役員候補者） 

第４条 役員候補者は輪番候補者及び立候補者により選出する。 

 

（役員選出委員会） 

第５条 理事会は、その任期満了期限５０日以前に別表に定める各ブロックか

ら選出されたブロック長を役員選出委員に任命し、役員選出及び選挙管理の

業務を委託する。 

２ 役員選出委員会は、理事会が任命する役員選出委員８名（ブロック長）で

構成する。但し、理事会が必要と認めた場合１名に限り追加任命出来る。 

３ 役員選出委員長は、役員選出委員の互選によって１名選出する。 

４ 役員選出委員長は、役員選出委員会を代表してその業務を統轄し、次の手

順にしたがい役員選出を行う。 

一 役員改選告示 

二 新役員候補者発表 

５ 役員選出委員会の任期は、当該年度「通常総会」終了までの期間とする。 

 

（棟別候補者の定数） 

第６条 理事の地域別分布の平等化を図るために、別表に定める単位棟により

輪番制で各１名の候補者を推薦する。 

２ 輪番による役員候補者は、階段当番並びに各号棟の世話人が中心になって

選出する。ただし、立候補による役員候補者の選出を妨げない。 

 

（立候補の届出） 

第７条 役員立候補者となろうとする者は、役員選出委員会の定める様式によ
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り、立候補受付締切日までに届け出ること。 

 

（監事） 

第８条 監事は立候補制度とする。立候補者は、役員経験者が望ましい。 

 

（細則外事項） 

第９条 この細則に定めのない事項については、規約及び団地総会の決議で定

めたところによる。 

２ 規約及び団地総会の決議に定めのない事項については、理事会の定めると

ころによる。 

 

（細則の改廃） 

第１０条 この細則の変更又は廃止は、団地総会の決議を経なければならない。

ただし、この細則の変更又は廃止が規約の変更を必要とする事項であるとき

は、規約の変更を経なければ、この細則を変更又は廃止することはできない。 

 

 

附 則 

（細則の制定と施行） 

第１条 この細則は、昭和５２年２月２３日書面総会で制定した。 

第２条 この細則は、昭和５２年２月２３日から施行する。 

附 則 

この細則は、昭和５７年５月３０日から効力を発する。 

この細則は、昭和５９年５月２７日から効力を発する。 

この細則は、平成７年５月２８日から効力を発する。 

この細則は、平成１４年５月２６日から効力を発する。 

この細則は、平成２１年５月２４日から効力を発する。 

この細則は、令和７年５月２６日から効力を発する。  
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ブロック

号棟 1号棟 2号棟 3号棟

戸数 30 20 38

号棟 4号棟 5号棟 6号棟

戸数 20 40 28

号棟 7号棟 8号棟 9号棟

戸数 40 28 30

号棟 10号棟 11号棟 12号棟 13号棟

戸数 20 20 20 20

号棟 14号棟 15号棟 16号棟 17号棟

戸数 30 20 20 20

号棟 18号棟 19号棟 20号棟

戸数 28 20 30

号棟 21号棟 22号棟 24号棟

戸数 30 38 20

号棟 25号棟 26号棟 27号棟

戸数 28 20 30

単位棟

８ブロック

３ブロック

４ブロック

５ブロック

６ブロック

７ブロック

１ブロック

２ブロック

別表 輪番ブロック （第５条第１項関係）（第６条関係） 
 

単位棟及び輪番 
 



92 
 

交通費・宿泊費支払要件細則 
 

（趣旨） 

第１条 この細則は、みさと第一住宅管理規約（以下「規約」という。）第 

３９条（役員の誠実義務等）第２項、第５７条（委員会の設置）第４項及び

第８０条（細則）の規定に基づき、理事及び各委員会等に係る業務を行うに

あたり、交通費・宿泊費が発生した場合、その実費を支払うため必要な事項

を定めるものとする。 

 

（交通手段） 

第２条 移動・運搬等に利用する交通手段は、原則公共交通機関とする。ただ

し、適切な公共交通機関が無い場合や重量があるものを運搬する時に、例外

的にマイカーを使用する場合は個人の責任で使用すること。 

 

（支払条件） 

第３条 交通費及び宿泊費の支払い条件は次に掲げるとおりとする。 

２ 交通費 

一 交通費の支払額は、公共交通機関をもっとも合理的なルートで利用した

場合の額とする。 

二 緊急を要する場合、その他やむを得ない場合は、タクシー等の利用も可

能とする。 

三 飛行機や新幹線・特急などは、エコノミークラス／普通車を利用するこ

ととする。 

四 懇親会や慰労会参加に係る交通費は支払わない。ただし、外部団体との

懇親会（招待、主催に係らず）等についてはこの限りではない。 

３ 宿泊費 

上限１人１泊10,000円とし、飲食代等は含まれない。 

（例：飲食代や入湯税などがセットされた料金15,000円の場合、5,000円は

利用者の負担） 

 

（細則外事項） 

第４条 この細則に定めのない事項については、規約及び団地総会の決議で定

めたところによる。 

２ 規約及び団地総会の決議に定めのない事項については、理事会の定めると

ころによる。 

 

（細則の改廃） 

第５条 この細則の変更又は廃止は、団地総会の決議を経なければならない。

ただし、この細則の変更又は廃止が規約の変更を必要とする事項であるとき

は、規約の変更を経なければ、この細則を変更又は廃止することはできない。 
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附 則 

（細則の制定と施行） 

第１条 この細則は、平成２７年５月２４日の第４１回通常総会で制定した。 

第２条 この細則は、平成２７年６月１日から施行する。 

附 則 

この細則は、令和７年５月２６日から効力を発する。 
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管理費等及び使用料滞納督促細則 
 

（趣旨） 

第１条 この細則は、みさと第一住宅管理規約（以下「規約」という。）第８０

条（細則）の規定に基づき、管理費等及び使用料の収納に関し、必要な事項を

定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この細則において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

一 管理費等：規約第２５条第１項に規定する管理費及び修繕積立金をいう。 

二 使用料 ：規約第３１条に規定する駐車場使用料その他の使用料をいう。 

三 滞納  ：規約第６２条第１項又は細則、理事会決議等に定める期日まで

に、管理費等及び使用料を納入しない場合をいう。 

四 弁護士等：弁護士又は支払督促等について専門的知識を有する者をいう。 

 

 （管理費等滞納の督促） 

第３条 理事会は、管理費等及び使用料を滞納している者に対し、管理費等の滞

納月数に応じて、次の各号に定める方法及び措置により督促する。 

一 １～３か月の滞納者に対しては、管理会社が発行する未収金通知のほか、

理事会は管理組合名による督促文書で通知し、電話、自宅訪問又は面談によ

り督促を行う。 

二 ３か月の滞納者に対しては、前号のほか、理事会は、規約第１５条第６項

の規定により駐車場使用契約の解除を行う。 

三 ３か月の滞納者に対しては、前二号のほか、理事会は、内容証明郵便を発

送し督促を行う。 

四 ４か月の滞納者に対しては、理事会は、法的措置（裁判所による支払督促、

少額訴訟、通常訴訟等）の追行を前提とした内容証明郵便による督促を行う。 

五 ６か月以上の滞納者に対しては、理事会は、規約第６２条に基づく法的措

置を追行する。 

六 第二号から第四号の場合において、理事会は、滞納者の債務の履行がなさ

れ、滞納状況が明らかに改善された場合には、理事会の決議によりそれらの

措置を留保することができる。 

七 理事会は、前六号に規定するほか、各々の滞納者の支払いの意思及び滞納

状況等に応じて適切と思われる督促の方法を追行することができる。 

２ 裁判所による支払督促、少額訴訟、通常訴訟等の法的措置を追行する場合は、

その必要性及び有効性を考慮し、規約第６２条第４項の規定に基づき理事会の

決議を経るものとする。 

３ 前項の法的措置に際し、弁護士等に依頼する場合は、理事会の決議を経るも

のとする。 
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４ 理事会は、本条に規定する業務の一部を管理会社に委託することができる。

この場合において理事長及び会計担当理事は、本条に規定する措置の実施につ

いて、管理会社から報告を受けるものとする。 
コメント  
第１項第六号の「滞納状況が明らかに改善された場合」とは、前月の滞納額と比較
して今月の滞納額が着実に一定以上の金額が減少している状況をいい、単に当該月
１か月分程度の金額が支払われた状況（支払われても滞納金額があまり減少してい
ない状況）とは区別して判断することとします。 

 

（遅延損害金の請求） 

第４条  遅延損害金は、規約第６２条第１項又はその他に規定する納付期限まで

に管理費等及び使用料が納入されなかった場合、納付期限の翌日から起算した

滞納日数及び規約第６２条第２項に定める遅延損害金の率に基づき計算した額

とする。 

２ 前項により計算した遅延損害金に１円未満の端数があるときは、これを切り

捨てる。 

３ 理事長は、理事会の決議を経て、前２項により計算された遅延損害金をこの

細則第３条による督促に際し、加算して請求することができる。 

 

（遅延損害金の免除） 

第５条 理事長は、滞納状況等を確認しやむを得ない事情等があると認めた場合

は、理事会の決議を経て当該滞納者に対する遅延損害金の全部又は一部を免除

することができる。 

 

（諸費用の請求） 

第６条 理事長は、滞納者に対し、理事会の決議を経て滞納督促に関する切手代、

印紙代、弁護士相談料等の費用を加算して請求することができる。 

 

（訴訟費用等の請求） 

第７条 理事長は、滞納者に対しその支払いを求めて提議した場合は、理事会の

決議を経て訴訟費用のほか弁護士費用を加算して請求することができる。 

 

（弁済金の充当） 

第８条 理事長は、組合員が滞納している金額の一部を納付した場合は、次の

第一号から第四号に掲げる債権の順位に従いこれを充当する。また、各号の

債権においては、組合員の支払期日が先に到来したものを優先して充当しな

ければならない。 

一 規約第３１条に規定する使用料 

二 規約第６２条に規定する督促及び徴収の諸費用並びに違約金としての弁

護士費用 

三 規約第６２条に規定する遅延損害金 

 



96 
 

四 規約第２５条に規定する管理費等 

２ 組合員は、前項に定める債権の充当順位について、異議を申し立てることは

できない。 

 

（事務の委託） 

第９条 理事長は、この細則に定める事務の一部を理事会の承認を得てマンシ

ョン管理業者又は弁護士等の外部専門家に委託することができる。 

 

（細則外事項） 

第１０条 この細則に定めのない事項については、規約及び総会の決議で定め

られたところによる。 

２ 規約及び総会の決議に定めのない事項については、理事会の定めるところに

よる。 

 

（細則の改廃） 

第１１条 この細則の変更又は廃止は、総会の決議を経なければならない。ただ

し、この細則の変更又は廃止が規約の変更を必要とする事項であるときは、規

約の変更を経なければ、この細則を変更又は廃止することはできない。 

２ この細則に規定する申請書及び帳票類は、理事会の決議を経て書式を変更す

ることができる。ただし、申請書又は帳票類の変更が、この細則の変更を必要

とする事項であるときは、この細則の変更を経なければ、申請書又は帳票類を

変更することはできない。 

 

 

附 則 

（細則の発効） 

この細則は、令和７年５月２６日から効力を発する。



97 
 

香典細則 
 

（趣旨） 

第１条 この細則は、みさと第一住宅管理規約（以下「規約」という。）第 

３４条（業務）第十六号及び第８０条（細則）の規定に基づき、理事会が必

要と認める事項として、組合員本人又は八街区在住の家族が亡くなった時に、

管理組合より弔慰金もしくは供花を贈呈するため、必要な事項を定めるもの

とする。 

 

（贈呈対象者の範囲） 

第２条 贈呈の条件は、次に掲げるとおりとする。 

一 対象は組合員本人又は八街区に住所登録している家族の者が亡くなっ

た場合。 

二 亡くなった日から原則７日以内に、関係者から管理事務所窓口に申し

出があった場合に限る。 

三 弔慰金又は供花いずれかの選択は家族の希望による。 

 

（弔慰金額） 

第３条 弔慰金の金額はすべて１万円とする。 

 

（細則外事項） 

第４条 この細則に定めのない事項については、規約及び団地総会の決議で定

めたところによる。 

２ 規約及び団地総会の決議に定めのない事項については、理事会の定めると

ころによる。 

 

（細則の改廃） 

第５条 この細則の変更又は廃止は、団地総会の決議を経なければならない。

ただし、この細則の変更又は廃止が規約の変更を必要とする事項であるとき

は、規約の変更を経なければ、この細則を変更又は廃止することはできない。 

 

 

附 則 

（細則の制定と施行） 

第１条 この細則は、平成２７年５月２４日の第４１回通常総会で制定した。 

第２条 この細則は、平成２７年６月１日から施行する。 

附 則 

この細則は、令和７年５月２６日から効力を発する。 
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棟別組織運営細則 
 

（趣旨） 

第１条 この細則は、みさと第一住宅管理規約（以下「規約」という。）第  

８０条（細則）の規定に基づき、管理組合の運営に係る団地内の棟の組織に関

し、必要な事項を定めるものとする。 

 

 （棟の役職者） 

第２条 各棟に次の役職者を置く。 

一 棟世話人 

二 階段当番 

２ 棟世話人及び階段当番の任期は各６か月間（４～９月、１０～３月）とする。 

３ 棟世話人は、各棟より１名を選任する。 

 

（棟世話人の職務） 

第３条  棟世話人は、次の職務を担当する。 

２ 棟世話人は管理組合の会議に臨み、管理組合からの連絡事項をその棟の階段当

番に伝達する。 

３ 組合員又は占有者（以下「組合員等」という。）及び階段当番からの意見等は、

その要旨をなるべく提案書により、理事会（担当理事）にとりつぐ。 

４ その他管理組合の運営において必要と思われることは、階段当番と協力し管理

組合活動を推進する。 

５ 棟世話人及び階段当番の交代時は、後任者の名簿を管理事務所に提出する。 

６ 役員選出の輪番制にともない、各棟世話人は各ブロックより１名ブロック長を

推薦する。ブロック長は、特段の問題がない限り、輪番制による当該棟の棟世

話人が就任する。 

 

（階段当番の職務） 

第４条 階段当番は、次の職務を担当する。 

２ 階段当番は、受持組合員等の世話役として組合活動の推進役となる。 

３ 階段当番は、受持組合員等の意見等を正しく管理組合に伝え、自らも意見を

積極的に出し､理事会活動に協力する。 

４ 階段当番は、管理組合と組合員等を結ぶパイプ役として、次の各事項の管理

組合からの伝達等を正しく受持組合員等に伝える。 

 一 受持組合員等のアンケートの集配 

 二 回覧文書の回覧（組合で回収の必要なものは回覧後棟世話人又は事務所に

届ける。） 

 三 必要により階段会議等による意見の交換、とりまとめをする。 

 四 組合員等より出された意見は、棟世話人を通じ、理事会（担当理事）に対

し可能な限り提案書で取り次ぐ。 
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５ 階段当番は、共有財産の維持管理、団地生活における組合員等共同の利益の

維持増進のため、次の各事項について各組合員等に密着し、リーダーシップ

をとる。 

 一 階段掲示板の管理 

  イ 組合で必要と認め、承認印を押したもの以外は掲示出来ない。 

  ロ 承認期間の過ぎたものについては階段当番が取りはずすこと。 

 二 団地内環境整備のための組合員等の積極的参加の呼びかけ等 

 三 建物等自己の階段及びその周辺の共用部分及び施設の破損等の連絡 

 四 階段下の整理整頓についての話し合い 

 五 清掃など委託業務の実施状況のモニター 

 

（細則外事項） 

第５条 この細則に定めのない事項については、規約及び総会の決議で定めら

れたところによる。 

２ 規約及び総会の決議に定めのない事項については、理事会の定めるところに

よる。 

 

（細則の改廃） 

第６条 この細則の変更又は廃止は、総会の決議を経なければならない。ただし、

この細則の変更又は廃止が規約の変更を必要とする事項であるときは、規約の

変更を経なければ、この細則を変更又は廃止することはできない。 

 

 

附 則 

この制度は昭和５０年１０月１９日、２６日（１期理事長鈴木隆氏）全員説明

会にて合意し、昭和５１年１月１日より施行された。 

附 則 

この細則は、令和７年５月２６日から効力を発する。 


